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第２５号議案 

   桶川市子育て支援施設の設置及び管理条例 

目次 

 第１章 総則（第１条―第５条） 

 第２章 子育て支援センター（第６条―第９条） 

 第３章 児童発達支援センター（第１０条―第１７条） 

 第４章 雑則（第１８条） 

 附則 

   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、保護者とともに、子どもを健やかに育成することで、

全ての子どもが地域の中で共に成長することができる社会を実現するた

め、桶川市子育て支援施設の設置及び管理に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（設置施設及び目的） 

第２条 桶川市子育て支援施設として設置する施設（以下「支援施設」と

いう。）及び目的は、次のとおりとする。 

(1) 桶川市子育て支援センター（以下「子育て支援センター」という。） 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第６条の３第６項に規定する地域子育て支援拠点事業として、厚生

労働省令で定めるところにより、乳幼児及びその保護者並びに妊婦

（以下「乳幼児等」という。）が相互の交流を行う場所を開設し、

子育てについての相談、情報の提供、助言及び援助を行うことによ

り、子育てに関する不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支

援すること。 

(2) 桶川市児童発達支援センター（以下「児童発達支援センター」とい

う。） 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援を行うとと
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もに、心身の発達に支援を必要とする児童及びその保護者に対し、地

域の中核的な発達支援施設として専門的な支援を行うことにより、子

育てに関する不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援するこ

と。 

（名称及び位置） 

第３条 支援施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

(1) 子育て支援センター 

名称 位置 

桶 川 市 駅 前 子 育 て 支 援 セ ン タ ー

（ 以 下 「 駅 前 子 育 て 支 援 セ ン タ

ー」という。） 

桶川市南一丁目１番１４号 

桶川市日出谷子育て支援センター

（以下「日出谷子育て支援センタ

ー」という。） 

桶川市上日出谷南三丁目４番地の

７ 

(2) 児童発達支援センター 

（開館時間） 

第４条 支援施設の開館時間は、次のとおりとする。ただし、市長が必要

と認めるときは、これを変更することができる。 

(1) 子育て支援センター 

名称 位置 

桶川市児童発達支援センターいずみ

の学園（以下「いずみの学園」とい

う。） 

桶川市大字川田谷１９９１番地の

１ 

桶川市子ども発達相談支援センター

（以下「発達相談支援センター」と

いう。） 

桶川市大字下日出谷８３６番地の

１ 
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名称 開館時間 

駅前子育て支援センター 午前９時から午後５時まで 

日出谷子育て支援センター 

(2) 児童発達支援センター 

名称 開館時間 

いずみの学園 午前８時３０分から午後５時１５

分まで 発達相談支援センター 

（休館日） 

第５条 支援施設の休館日は次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する

休日 

(3) １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除

く。） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、支援施設の管理上必要があると認

めるときは休館日を変更し、又は臨時に休館日を定めることができる。 

   第２章 子育て支援センター 

（事業） 

第６条 子育て支援センターは、次の事業を行う。 

(1) 乳幼児等を対象とした交流の場の提供及び交流の促進に関すること。 

(2) 子育てに関する相談及び援助の実施に関すること。 

(3) 地域の子育て関連情報の提供に関すること。 

(4) 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施に関すること。 

(5) 地域の子育て支援機関との連携に関すること。 

(6) 子育て支援センターの施設の利用に関すること。 

(7) その他子育て支援センターの目的を達成するために必要な事業に関

すること。 
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（利用できる者） 

第７条 子育て支援センターを利用することができる者は、次のとおりと

する。 

(1) 市内に住所を有する乳幼児等 

(2) 乳幼児の健全な育成を目的として活動している者 

(3) その他市長が特に認める者 

（利用の承諾) 

第８条 子育て支援センターを利用しようとする者は、市長の承諾を受け

るものとする。 

２ 市長は、子育て支援センターの利用に係る申込みが次の各号のいずれ

かに該当するときは、前項の承諾を行わないものとする。 

(1) 乳幼児等に感染性の疾病その他の病気があると認められ、かつ、当

該病気が他の乳幼児等に影響を与えるおそれがあると認められるとき。 

(2) その他子育て支援センターの管理上特に支障があると認められると

き。 

（利用の取消し等) 

第９条 市長は、子育て支援センターを利用する者が次の各号のいずれか

に該当するときは、当該利用する者の利用の承諾を取り消し、又は利用

を一時停止させることができる。 

(1) 乳幼児等に感染性の疾病その他の病気があると認められ、かつ、当

該病気が他の乳幼児等に影響を与えるおそれがあると認められるとき。 

(2) その他子育て支援センターの管理上特に支障があると認められると

き。 

   第３章 児童発達支援センター 

（事業） 

第１０条 児童発達支援センターは、次の事業を行う。 

(1) いずみの学園 
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  ア 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援に関すること。 

  イ 地域の子育て支援機関との連携に関すること。 

  ウ いずみの学園の施設の利用に関すること。 

エ その他いずみの学園の目的を達成するために必要な事業に関す

ること。 

(2) 発達相談支援センター 

  ア 法第６条の２の２第６項に規定する保育所等訪問支援に関するこ

と。 

イ 法第６条の２の２第７項に規定する障害児相談支援に関するこ

と。 

ウ 親子教室の運営に関すること。 

エ 発達相談に関すること。 

オ 運動機能訓練に関すること。 

カ 言語指導に関すること。 

キ 地域の子育て支援機関との連携に関すること。 

ク 発達相談支援センターの施設の利用に関すること。 

ケ その他発達相談支援センターの目的を達成するために必要な事

業に関すること。 

（いずみの学園の定員） 

第１１条 いずみの学園の定員は、３０人とする。 

（利用できる者） 

第１２条  いずみの学園に通所することができる者は、市内に住所を有

する小学校就学の始期に達するまでの児童で、法第２１条の５の７第９

項の規定による通所受給者証（第１６条において「通所受給者証」とい

う。）を交付されたもの及び法第２１条の６の規定により措置を必要と

認められたものとする。 

２ 発達相談支援センターを利用することができる者は、前項に規定する
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児童及び市内に住所を有する心身の発達に支援を必要とする１８歳未満

の児童並びにその保護者とする。 

（利用許可等） 

第１３条 いずみの学園に通所しようとする児童の保護者は、規則で定め

る申請書を市長へ提出し、その通所に関し市長の許可を受けなければな

らない。 

２ 発達相談支援センターを利用しようとする児童の保護者は、規則で定

める申込書を市長へ提出し、その利用に関し市長の承諾を受けるものと

する。 

３ 市長は、第１項に規定する許可に係る申請について、次の各号のいず

れかに該当するときは、当該申請の許可を行わないものとする。 

(1) 第１１条に規定する定員に達しているとき。 

(2) 児童に感染性の疾病その他の病気があると認められ、かつ、当該病

気が他の児童に影響を与えるおそれがあると認められるとき。 

(3) その他いずみの学園の管理上特に支障があると認められるとき。 

４ 市長は、第２項に規定する承諾に係る申込みについて、次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該申込みの承諾を行わないものとする。 

(1) 児童及びその保護者に感染性の疾病その他の病気があると認められ、

かつ、当該病気が他の児童及びその保護者に影響を与えるおそれがあ

ると認められるとき。 

(2) その他発達相談支援センターの管理上特に支障があると認められる

とき。 

５ 市長は、第１項の許可又は第２項の承諾をする場合において、必要が

あると認めるときは、当該許可又は承諾に条件を付することができる。 

（利用に関する契約） 

第１４条 いずみの学園への通所に当たり、前条第１項の許可を受けた保

護者は、あらかじめ市といずみの学園の利用に関する契約を締結しなけ
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ればならない。 

（利用の取消し等） 

第１５条 市長は、いずみの学園へ通所する児童が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該児童の通所の許可を取り消し、又は通所を一時停

止させることができる。 

(1) 児童の保護者に対し、法第２１条の５の９第１項に規定する通所給

付決定の取消しがされたとき。 

(2) 児童が通所の目的を達成したと認められるとき。 

(3) 児童に感染性の疾病その他の病気があると認められ、かつ、当該病

気が他の児童に影響を与えるおそれがあると認められるとき。 

(4) その他いずみの学園の管理上特に支障があると認められるとき。 

２ 市長は、発達相談支援センターを利用する児童及びその保護者が次の

各号のいずれかに該当するときは、当該児童及びその保護者の利用の承

諾を取り消すことができる。 

(1) 児童及びその保護者が利用の目的を達成したと認められるとき。 

(2) 児童及びその保護者に感染性の疾病その他の病気があると認められ、

かつ、当該病気が他の児童及びその保護者に影響を与えるおそれがあ

ると認められるとき。 

(3) その他発達相談支援センターの管理上特に支障があると認められる

とき。 

（使用料等） 

第１６条 いずみの学園に通所する児童の保護者で、当該児童の氏名が記

載された通所受給者証の交付を受けた保護者（以下「通所する児童の保

護者」という。）は、法第２１条の５の３第１項に規定する指定通所支

援（以下「指定通所支援」という。）に係る使用料を市に納付しなけれ

ばならない。 

２ 前項の使用料は、いずみの学園に児童を通所させた日の属する月ごと
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に、別表通所する児童の属する世帯の階層区分の欄に掲げる区分に応じ、

同表使用料の額の欄に掲げる額に当該月の通所日数を乗じて得た額を当

該月の翌月の末日までに納付しなければならない。 

３ 発達相談支援センターを利用する児童の保護者は、第１０条第２号ア

に規定する保育所等訪問支援を受けたときは、利用者負担額として、法

第２１条の５の３第２項に規定する額を当該利用した月の翌月の末日ま

でに、市に納付しなければならない。 

（使用料等の減免） 

第１７条 市長は、いずみの学園への通所又は発達相談支援センターの利

用に当たり、特別な理由があると認めるときは、前条第１項の使用料又

は同条第３項の利用者負担額を減額し、又は免除することができる。 

   第４章 雑則 

 (規則への委任) 

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （桶川市児童発達支援センター設置及び管理条例の廃止） 

第２条 桶川市児童発達支援センター設置及び管理条例（平成２４年桶川

市条例第１０号。次条において「旧センター条例」という。）は、廃止

する。 

 （経過措置） 

第３条 この条例の施行の際、現に旧センター条例の規定により行った許

可、承諾その他の行為は、この条例の相当規定によって行ったものとみ

なす。 

２ この条例の施行の際、現に旧センター条例第１２条の規定により納付
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すべき使用料等については、なお従前の例による。 

別表（第１６条関係） 

階層

区分 

通所する児童の属する世帯の階層区分 使用料の額 

（日額） 

第１ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

による被保護世帯（単給世帯を含む。）及

び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第３０号）による支援給付受給世帯 

０円 

第２ 第１階層 及び 第４ 階層か

ら 第 １ ０ 階 層 ま で を 除

き、前年 度分 の市 町村民

税の額の 区分 が次 の区分

に該当する世帯 

市町村民税非課

税世帯 

０円 

第３ 市町村民税課税

世帯 

基準額の１００

分の１．１に相

当する額 

第４ 第１階層 を除 き、 前年分

の所得税 課税 世帯 であっ

てその所 得税 の額 の区分

が次の区 分に 該当 する世

帯 

３０，０００円

未満 

基準額の１００

分の１．５に相

当する額 

第５ ３０，０００円

以上８０，００

０円未満 

基準額の１００

分の２．３に相

当する額 

第６ ８０，０００円

以上１４０，０

００円未満 

基準額の１００

分の３．２に相

当する額 

第７  １４０，０００

円以上２８０，

０００円未満 

基準額の１００

分の５に相当す

る額 
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第８  ２８０，０００

円以上５００，

０００円未満 

基準額の１００

分の７．２に相

当する額 

第９  ５００，０００

円以上８００，

０００円未満 

基準額の１００

分の９．４に相

当する額 

第１０  ８００，０００

円以上 

基準額の１００

分の１０に相当

する額 

 備考 

１ この表において「基準額」とは、法第２１条の５の３第１項に

規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（そ

の額が指定通所支援に要した費用（同項に規定する特定費用を除

く。）の額を超えるときは、当該指定通所支援に要した費用の額）

をいう。 

２ 通所する児童の保護者が納付すべき額は、通所する児童の属す

る世帯の階層区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ使用料の額

の欄に定める額（法第２１条の５の７第１１項の規定による支払

のない場合にあっては、同欄に掲げる額に基準額の１００分の９

０に相当する額を加算した額）とする。 

３ この表において「市町村民税」とは、地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別

区民税を含む。）をいう。 

４ この表において「所得税」とは、所得税法（昭和４０年法律第

３３号）、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）及び災害

被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２

年法律第１７５号）の規定によって計算される所得税をいう。た
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だし、所得税額の計算においては、次の規定は適用しないものと

する。 

(1) 所得税法第７８条第１項並びに第２項第１号、第２号（地方

税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。）及

び第３号（同法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に

限る。）、第９２条第１項並びに第９５条第１項から第３項まで 

(2) 租税特別措置法第４１条第１項から第３項まで、第４１条の

２、第４１条の３の２第４項及び第５項、第４１条の１９の２第

１項、第４１条の１９の３第１項及び第２項、第４１条の１９の

４第１項及び第２項並びに第４１条の１９の５第１項 

(3) 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１０年法律第

２３号）附則第１２条 

５ 第２項の規定にかかわらず、通所する児童の保護者が市外に住

所を有する場合における当該児童の保護者が納付すべき額は、当

該児童の属する世帯の階層区分にかかわらず、基準額の１００分

の１０に相当する額（法第２１条の５の７第１１項の規定による

支払のない場合にあっては、基準額に相当する額）とする。 

６ 通所する児童の保護者が納付すべき使用料の額に１円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てた額をもって当該使用料の

額とする。 

  令和４年２月２２日提出 

桶川市長 小 野 克 典 

      提 案 理 由 

子育て支援センターと児童発達支援センターの連携を強化し、保護者と

ともに、子どもを健やかに育成することで、全ての子どもが地域の中で共

に成長することができる社会を実現するため、桶川市子育て支援施設の設

置及び管理条例を制定したいので、この案を提案するものである。 


